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１．はじめに 1.1 背景 ①我が国の少子高齢化社会や

国と自治体等行財政厳しい状況下 筆者等は、安全信頼

性、環境衛生性、快適効率経済性等に富む社会経済基盤

の付加価値創造の為、研究開発特許化実装等で効果経費

最適化と適正評価を進める 1)。特に、我が国内外持続的

発展寄与の社会基盤 Iot・Ai化と担い手理工系技術開発

者養成等必要性や財投確実性の内外状況調査検討等を進

めた。我が国社会経済復興は、Iot・Ai 化促進応用の要、

産官学連携で次世代半導体等ものつくり国内回帰必要で、

担い手養成拠点強化再構築へ、我が国有数工業地帯で主

要半導体研究開発生産地三重四日市、東日本大震災・原

発災害復興途上福島他東北、Iot・Ai 化等広大実装研究

開発地や環境調和型新球場有す次世代半導体開発生産基

地目指す北海道、整備中熊本等各地で期待要請が高まる。 

②国内外社会基盤等の Iot・Ai技術者理工系分野の担い

手養成や各分野技術実装等 集積データ経験の DeepMind

解的課題抽出検討等参考に、筆者等は、特に持続可能な

展開と担い手教育養成等方向性を調査し、貴重な技術経

験者や、市民、国及び各地自治体政策行政者、議員,学

識者等の技術、環境、人権等貴重な意見交換等頂きつつ

研究開発拠点や人材養成拠点等の検討考察等進めて来た。 

1.2 目的 特に、我が国国内で、少子高齢化社会や行財

政困難下、①安全信頼性、快適効率経済性等に富む社

会経済的付加価値創造 持続的発展と必要な社会基盤

Iot・Ai 化等担い手となると理工系技術開発者養成等に

ついて内外実績調査検討による要件抽出、②ものつく

りと工業地域拠点等隣接地活用 特に理工系担い手の学

生教育や、実務者の更なる高度技術習得及び研究開発、

生産拠点や技術研究開発拠点地域で高度技術研究・大学

等構築持続運営の要件抽出、③ものつくり再興発展 

必要理念政策等実績や歴史と、社会的貢献へ法制適用や

スーパーシティへ応用等方向性等について調査検討する。 

2.方法 筆者等は既往調査分析及び我が国文科経産等政

策と各大学の経営公開資料を分析検討し、更に半導体造

り再興や地域特性状況歴史的理念経緯等を分析考察した。 

3.検討及び考察 3.1 検討 1)高度教育研究(大学等)拠

点の現況と課題分析 近年、少子高齢化や財政硬直化

に伴い、私立はもとより統廃合経て公立化や、低廉学費

教育資す国立大学間も単科大学経営統合化が行われ、大

学存続に向けた厳しい経営状況を調査分析検討した。図

１は抽出各大学の学生教員数、図２は各大学の資本金を

示す。東大は約 1 兆 500 億円の巨額（米国私立ハーバー

ド大:約 4 兆 700 億円）も首都圏主要部に位置し文科省

規定評価上不動産資産が主に反映されている。図 3 は収

益の大学運営交付金（補助金）学生納付金比率で、当然

私立大学が高い。図 4 は運営交付金等学生納付金以外収

益と病院収入割合を示し、理工系を有する総合大学の主

な収益である。図 5 は医学部収入以外の共同研究収入や 

 
図 1各大学学生数と教員数（含大学付属小中高等学校職

員 m:医学部付属病院有、n:夜間部有） 

 
図 2 各大学資本金（実線：調査対象大の構成比率） 

施設活用等(施設＋財務＋雑収益)/収益（%）を示す。各

大学附属病院収入に頼らない授業料以外の収益を示す。

私立の慶応大は収入の約３割で、私立以外で、横浜国大

が高く共同研究費等と推定され、帯広畜産大は動物病院

収入と思われ、各大学とも持続可能な経営に努めている。 
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図 3 収益の大学運営交付金（補助金）学生納付金比率 

 
図 4 運営交付金等学生納付金以外収益と病院収入割合 

 
図 5.(施設＋財務＋雑収益)/収益（%） 

理工系教育研究推進の為には、企業や自治体への高度人

材養成再教育や調査共同研究等に大学が的確に応え盛ん

に交流し企業ノウハウ等機密保持契約しながら、各人的

資産を有効連携活用し、技術政策・経営推進等が必要で

ある。各拠点はこれら課題解決に各教育研究拠点充実推

進と経営努力が強く求められる。我が国政府の少子化対

策等の一環として、大学大学院生等高等教育への助成方

針が示され、これら政策目的対応する整備が必要である。 

2)理工系高度教育研究拠点の状況と持続的発展の課題 

我が国は、海外展開プロジェクで、科学技術優位性活用

の ODA 等プロジェクトリーダー的役割から、各国理工系

分野発展で、特定優位分野要素提供になり、我が国バブ

ル経済崩壊後デフレスパイラル社会経済停滞起因で技術

研究開発投資が各分野困難化し、また、ゆとり教育カリ

キュラム影響で、設計計算に必要な理工学基礎数学物理

等の大学履修要す状況下、基礎教育研究再建が急務だ。

3)教育と研究等連携効果 横浜国大、室蘭工大等、特に

地元工場生産技術開発拠点や学内外から技術研究開発者、

特に地元技術者に柔軟発展性ある研究指導(学位授与)と

各大学のネットワークで基幹大学(ノーベル賞受賞者等

実積)から各企業出身等への博士号授与協力をしている。 

4)教育理念と歴史的成果 我が国明治期厳しい財政状況

下建学の慶大福澤「独立自尊」、早大大隈「在野精神」

は至言だ。北大前身札幌農学校クラーク博士の「大志を

抱け、紳士たれ」は構想力と倫理教育(技術者倫理)理念

下、未開北海道開発へ米国等先端技術の直接応用と教育

研究へ即時的フィールドバックに成功し、我が国の理工

学発展と文理融合教育で廣井勇や新渡戸稲造等明治の大

学人材は我が国近代化と思想文化、国際貢献に寄与した。 

3.2 考察 1)生産技術拠点隣接利点活用 例えば、三重

県四日市工業地帯に高度教育研究拠点構築する構想等に

は,隣接する先端半導体開発生産、化学、機械、万古焼

等工芸、建設等の我が国内外有生産技術・研究開発及び

担い手要請シーズニーズに即応可能な連携が重要である。 

2)地域高度技術者の研究開発への教育研究拠点の寄与 

特に高レベルの地元生産技術開発拠点や学内外研究者等

の技術研究開等の柔軟かつ緻密な発展性ある連携は特許

技術知的所有権の多数獲得や研究拠点大学等の内外ネッ

トワークで米国シリコンバレー等の様に相乗的技術革新

を育み、生産技術開発拠点国内回帰はその可能性を生む。 

3)地域、歴史、将来性特色富む教育理念確立の重要性 

我が国歴史的成功一例早慶や札幌農学校等の将来へ精神

的遺産となる教育研究理念確立には、例えば①四日市

国際港の礎を私財等も投じ明治 17 年(1884 年)に築いた

稲葉三右衛門のパイオニア精神、②北海道の名付け親

で、我が国北方及び各地域自然を探検し、協力のアイヌ

への深い敬意人権尊重を政府に示し、未知領域へのエネ

ルギー溢れる探求心と人権尊重の松浦武四郎、③更に、

優れたものつくり、意匠工芸的デザイン(例、米国

Apple 社が美しさと高緻密性能両立で高い市場性)等景

観等優れた街造り等にも活かし、独創的でも調和が取れ、

安全信頼性と防災等を成果に内在し、国内外に優れた環

境や景観要素と文化歴史的に洗練緻密な美しさを求める

心が必要不可欠だ。将来に向け国地域等の「美しい国へ」

(2006 年、安倍晋三元総理提唱)の国地域創り・先端も

のつくに貢献可能な理念等は大切で、高度教育研究拠点

創りに重要な産業構造変化へ十分に対応可能と思われる。 

4.おわりに 令和新時代の我が国発展再興の一在り方と

して、明治以来欧米に比し当時科学技術は勿論、社会経

済豊かで無かった我が国を世界史上有数の発展に導いた

ものつくりの原点に還り、また、筆者等育成の高度成長

時代の恩受けた教育研究環境から鑑み、国内外優れる

①教育研究拠点再構築理念は我が国ものつくりに資す

社会・生産基盤整備技術等再興と担い手人材に貴重な経

験的普遍性活かす教育研究理念再興に寄与する。②若

者や技術者等担い手にものつくりの夢と試行錯誤伴う

実践経た多様性具現過程(例:欧 imec)は、国内外の要請

需要を生み、必然的に優れた人材集積輩出盛んな国際的

人材交流促進潮流を生む。③人権と美しいもの創りを

探求するパイオニアの教育と研究ビッグデータ活用の

個人情報・環境保護の美しいもの国創り教育研究は急務

だ。④我が国現在はものつくり再興時代端緒 次世代半

導体の Iot・Ai 活用と技術開発担う理工系高度人材育

成・大学等再構築戦略は、精査積極的技術・政策財政出

動で現在の生産拠点国内回帰の時に叶う。謝辞：本研

究の国自治体企業御支援を深謝します。資料:1)桜井宏

他: 我が国の寒冷地都市等 SDGsの為の科学技術政策とス

ーパーシティ推進 ITC 実装化の検討と考察､CTC,2022.12 
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